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ロングレール交換箇所における車体左右動揺発生要因とその対策
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Influence factor and control method of carbody lateral vibration at the replacement 

boundary of continuously welded rails. 
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Carbocly lateral vibration might be existed by the change in wheel/rail interface caused by the replacement 

boundary of continuously welded rails. In this study, we analyzed generating factor and control method of 

carbody lateral vibration. As a result, it was thought that a local change of the eqttivalentぃ•ead gradient at 

a replacement boundary of continuously welded rails. Therefore, we proposed that the equivalent tread 

gradient changes gently at the replacement boundary as control method of carbody lateral vibration. 

キーワード ：車体左右動揺，レール頭部断面形状，ロングレール交換，車輪／レール接触， 等価踏面勾配，新幹線

Key Words : carbody lateral vibration, rail head profile, continuously welded rail replacement, wheel/rail 

contact, equivalent tread gradient, Shinkansen 

,.はじめに

新幹線のロングレール区間でレール部分交換（以下、 「レ

ール交換」）を行うと、旧レールから新レールヘの境界部で

レール頭部断面形状（以下、「レール断而」）に急激な変化

が生じるため、車輪の乗り移り時に大きな車体左右動揺

（「以下、「左右動」）が発生することがある。本問題に関し

ては、車輪接触位四でのレール頭部の断面曲率半径（以下、

「レールIlI1率半径」）のばらつきが影梱している可能性があ

ることを示したら

本稿では、左右動発生要因のその後の検討と、発生要因

に基づく左右動抑制対策を検討したので報告する。

2 測定概要 I)

測定対象は、直線区間のパラス ト軌道の 2区間（以ド、

「区間A」「区問B」）とした。測定項目は、左右勅、レー

ル碩l頁面1!!l凸（以下、「レール1ill凸」）、レール断而とし、レ

ール交換 1• 7 • 14 • 28 • 56 11後を基本として測定した。

レール凹凸（レール踏面粗さ測定器 ・lmストレッチ使用）

およびレール断面（レール断而形状計測器 • Mini Prof使

用）は、列車進入側溶接部とその前後 10111間を詳細に測

定した。

3 測定結果 I)

3. 1左右動

区間Aでは、レール交換 1日後に列車進入側溶接部で比

較的大きい左右動が発生したが、 14日後には左右勅は収束

し、 56日後まで変化はなかった。一方、区間 Bでは、区

間Aほど大きな左右動は発生しなかった。

3. 2レール凹凸

左右動が発生した区間 A でのレール凹凸枯は、最大

+0.28mmであり、その後の凹凸砧の変化はなかった。ま

た、区間Bについても区間Aと同様の傾向であり、凹凸品

の経時変化はそれ程なかった。そのため、レーIレ凹凸が左

右動に与える影幣は小さいものと考えられる。

3.3レール断面

(1)レール交換前

レール交換前のレール断面は、測定区間や測定レール等

による大きな差異が見られなかったことから、片側レール

全体の平均断而形状の一例を図 1に示し、この形状のレー

ル曲率半径を 60kgレール • 50kgN レールの設計形状とあ

わせて図 2に示す。両図では、横軸の原、点をレール中心、

正方向をゲージコーナー（以下、「GC」)側、負方向をフ

ィールドコーナー（以下、「FC」)側とし、図 1の縦軸原点

をレール顕頂而、仕方向をレール底部方向とした。 GC側

の円弧部で比較すると、交換前レールのレール曲率半径は
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300mm前後であり 、50kgN レール設計形状に近い形とな

っていた。
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(2) レール交換後

レール交換後の新1「lレール断而につし、て、レール長手方

向のレール曲率半径の変化を解析した。なお、ここで用い

るレール曲率半径は、レール断而中心土10mmltllの範囲の

左右レール平均とした。図 3、4に、区間 A、Bのレール

交換前、 レール交換 1日後と 14n後（区1111Bは 13「l後）

のレール長手方向のレールrlh率半径の経時変化を示す。区
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liil Aでは、レール交換前はレール曲率半径に変化ばなく、

レール交換 111後には浴接部付近で），＇）所的に変化が大きか

ったものの、左右動が収束した時期 (14日後）には、列車

進行）j向に緩やかに変化する形状となっていた。一方、区

間 Bでは、レール交換 1日後においても、区間 Aほど局

所的な変化はなく、列車進行方向に緩やかに変化する形状

となっていた。
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4.左右動発生要因

左右勅は、レール曲率半径の局所的な変化によるレール

と車輪との接触状況に起因すると考えられるため、車輪形

状と測定したレール断面をJIIいて、レールと屯輪との接触

計勾 2)を行った。これにより得られる蛇行動安定性の評価

に）l］いられる等価踏面勾配と左右 •II輪の接触点間距離か

ら、左右動発生要因を分析した。なお、左右動を測定した

車両の車輪形状は測定していないため、当該車両形式の、

転削後の様々な走行距離の車輪踏而形状を測定し、その結

果に基づいて左右動測定時の車輪形状を、車i楡1咲耗形状椎

定ツール 3)を）Ilいて椎定した。

4. 1左右車輪接触点間距離

図5に、区間Aの結果を示す。レール交換前の接触点l廿l

距離は位置にかかわらず 1505mm前後であるのに対し、

レーJレ交換1n後では溶接部前後で最大30mm程度縮小し

ており 、左右動が収束した 14日後では最大 20mm程度の

縮小となり、接触点の移動幅が小さくなった。図 6に、区

間Aのレール照mi状況の現地写真とレール交換1日後の現

地測走結果を示す。レール交換 1日後には旧レール側では

FC側、新レール側でぱ GC側に照面が存任していたが、

14日後には GC側にあった照而が FC側に移動しており

（接触点間距離の拡大）、またレール交換 1H後のレール

照面測定結果も、 I叉15とほぽ一致する結果となった。図 7

に、区l/1JBの結果を示す。区間 Bではレール交換 1日後

に最大 15mm程度の縮小であり、区間 Aの左右動収束時

期である 14日後よりも縮小幅が小さく 、急激な接触点問

距離の変化はなかった。

以上より、レール交換境界部で左右動が発生した区間で

は、溶接部を境として、車輪とレールとの接触点間距離が

急激に縮小 している（接触点が GC側へ移動する）ことか

ら、接触点Ill]距離の列車進行方向の急激な変化が左右動発

生の要因のひとつであると考えられる。

図3 レール交換前後のレール曲率半径の変化 （区間A)
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図4 レール交換前後のレール曲率半径の変化（区間 B)
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図 5 左右車輪接触点間距離 （区間A)
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には、等価踏而勾配を用いることが妥当であり、溶接部付

近での等価踏而勾配の変化が列車進行方向に緩やかに椎移

すれば、左右動が発生しないものと考えられる。
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図7 左右車輪接触点間距離（区間B)
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4. 2等価踏面勾配

発生する左右動は、 レール車輪間の接触に起因する問題

であるため、これら接触の状態を示す指標が必要となる。

そこで、本秘では、高速車両での安定性解析に用いられる

等価踏面勾配を指標とした。図8に、区間A、Bの等価踏

面勾配の結果を示す。区間Aでは、比較的大きな左右動が

発生したレール交換 1日後には、溶接部付近での等価踏面

勾配の変化が局所的に大きくなり、レール交換前あるいは

左右勅が収束した 14日後には、等価踏面勾配の変化が緩

やかになっている。一方、左右動が発生しなかった区1/iJB

では、レール交換後の溶接部付近での等価踏面勾配の変化

が、区1::IAのレール交換 1日後と比較して緩やかになって

いる。

以上より、レール交換後の溶接部を境とする左右動の発

生要囚となる車庫酋とレールの接触状況を定凪的に評価する
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図 8 溶接部中心からの距離と等価踏面勾配の関係

5 左右動抑制対策

5. 1左右動抑制対策レール

上述した左右動発生の実態調杏および分析結果より、以

下に示す事項がわかった。

・レール交換前の経年レールの GC側レール断面は

50kgN レール設計形状に近い

・左右動発生時には、レール長手方向のレール曲率半径

の変化が局所的に大きい

・左右動発生時には、左右車輪の接触点tifl距離が列車進

行方向に急激に縮小し、等価踏面勾配の変化が局所的

に大きい

・左右動収束時には、左右車輪の接触点間距離と等価踏

面勾配の変化が列車進行方向に緩やかに推移している

そのため、列車進入側の新旧レール接続箇所（溶接部）

での左右動抑制対策として、以下の 2点が考えられる。

・列車進行方向に等価踏面勾配を緩やかに変化させる

（左右動抑制）

・列車進入旧レール側のレール断面を 50kgN レール設

計形状にする（溶接作業性向上）

そこで、現状の各種規程や実レール交換作業等を勘案し、

次に示す特徴を有する左右動抑制対策レールを提案する。

①全長 15mで、 5m以上のレール断而変化区Ili]を有し、

その間で緩やかに形状が変化する

・現行の規程や実レール交換作業を勘案し、レール交
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換作業時にレール切断して長さを調挫することが想

定されるため、全長は 15mとする

・60kgレール設計形状側は事前に溶接して新レールと

接絞する一方、 50kgNレール設計形状側はレール交

換作業時にレールを切断して長さを調整することが

想定されるため、 50kgN レール設計形状の長さは

2mとする

• 原耗卓輪を含めた状況で車輪の乗り移り距離を検討

した結果、5m あれば緩やかに乗り移ることができ

るため、形状変化部の長さは5mとする

②レール麻さは一定とし、 一方の端部のレール断面は

50kgN形状、 他方の端部は60kg形状とする

・現状の レール種別は60kgレールであるため、60kg

レールを基本として加工する

図9に、左右動抑制対策レール全体のイメージを示す。

①により、列車進入側の端部を 50kgN形状、他方の端部

を 60kg形状とし、その間をレール断面が緩やかに変化す

る形状変化部（図 10)とすることで、等価踏面勾配の変化

も列車進行方向で緩やかになる （図 11）。このような形状

とすることで、左右動の抑制が期待できる。また、②より 、

列車進入側旧レールとの溶接部が 50kgN レール設計形状

となるため、芯だし作業と溶接後のグラインダー仕上げの

時間短縮と精度向上が期待できる。

5. 2左右動抑制対策レール敷設の効果

上述した左右動抑制対策レールを本線に敷設した。図 12

に、レール交換前後の左右動の変化を示す。 レール交換前

と比較して、レール交換後に頻著な左右動は発生せず、加

えて溶接作業時間の低減も図れ、 左右動抑制対策の設計慈

図に沿った結果となった。

1列車進行方向＞

~I~ 旦m 汀＜ 血

図 9

● 溶接部
…••• 50kgN設計形状部

形状変化部
ー 60kg設計形状部

左右動抑制対策レール全体イメージ

x
 

6. おわりに

レール交換後の左右動について実態調査を行い、レール

交換境界部におけるレール断面と、車輪Iレール接触状況を

等価踏面勾配と左右車輪接触点間距離により評価した。そ

l列車進行方向＞

I左竺雲は畠乱゚ 5|I

゜

の結果、左右勅発生の要因は、溶接部付近でレール曲率半

径の変化が局所的に大きいとともに、等価踏面勾配が列車

進行方向で局所的に大きく、左右車輪接触点間距離が列車

進行方向で局所的に縮小することであると考えられる。そ

のため、左右動抑制対策として、等価踏面勾配が列車進行

方向に緩やかに変化するレール断面を提案 ・作製し、本線

敷設した。
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函 12 左右動抑制対策レール敷設前後の左右動測定結果
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